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第２次深谷市総合計画後期基本計画策定支援業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

市政運営の総合的指針となる第２次深谷市総合計画 前期基本計画（以下、「前期基本

計画」という。）が令和４年度に目標年次を迎えることから、令和５年度から９年度を  

計画期間とした第２次深谷市総合計画 後期基本計画（以下、「後期基本計画」という。）

を策定する。なお、後期基本計画は、深谷市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、    

「総合戦略」という。）を統合し、策定する。 

後期基本計画の策定にあたり、社会状況や本市の抱える課題、前期基本計画及び総合

戦略の検証結果を踏まえるとともに、総合計画と総合戦略の統合や市民意見の取り入れ

など、膨大なデータの収集や多様かつ高度な分析等が必要であり、効率的に策定作業を

進めるため、豊富な経験と高い専門知識を有する事業者に策定支援業務を委託するもの

である。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務の名称 

   第２次深谷市総合計画後期基本計画策定支援業務 

（２）内容 

   「第２次深谷市総合計画後期基本計画策定支援業務委託仕様書（以下「仕様書」と

いう。）」のとおり。ただし、契約時における仕様書は、本要領１０（３）アでいう第

２次審査により受託候補者として選定された事業者の企画提案内容に応じて、仕様を

変更することがある。 

（３）期間 

   契約締結の日から令和５年３月３１日 

（４）委託金額 

   令和３年度及び令和４年度の合計額１３，０００，０００円（消費税及び地方消費

税を含む）を上限とする。 

   令和３年度は９，０００，０００円（税込）を上限とする。 

   令和４年度に４，０００，０００円（税込）を上限として計上予定。 

 

３ 選定方針 

（１）審査方式 

   プロポーザル参加者から提出された書類（参加申込書等）の内容について、第１次

審査を行い、上位５者を選定する。選定された者から提出された書類（企画提案書等）

の内容について、プレゼンテーションを実施したうえで第２次審査を行い、受託候補

者１者及び次席者１者を特定する。ただし、参加がない場合又はプロポーザル参加者

の中に適格者がいないときは受託候補者を特定しない場合がある。 
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（２）審査主体 

   審査は、「第２次深谷市総合計画後期基本計画策定支援業務委託に係る公募型プ

ロポーザル審査委員会設置要綱」に基づき設置する第２次深谷市総合計画後期基本

計画策定支援業務委託に係る公募型プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」

という。）において行う。 

（３）第１次審査 

   提出書類（参加申込書等）の内容について書類審査を行い、上位５者を選定する。 

（４）第２次審査 

   第１次審査で選定された者から提出された書類（企画提案書等）の内容について、

プレゼンテーションを実施したうえで審査を行い、受託候補者１者及び次席者１者を

特定する。なお、第１次審査における審査結果（採点）は、第２次審査に持ち越さな

いものとする。 

（５）その他 

   審査委員会の委員構成については、本業務委託の契約締結が完了するまで公表しな

いものとする。 

 

４ 実施スケジュール 

 実施内容 実施期間 

第
１
次
審
査 

実施要領等の配布 
令和 3年 5月 27日（木）から 

令和 3年 6月 10日（木）まで 

参加申込み・第１次審査に関する質問書受付期間 
令和 3年 5月 27日（木）から 

令和 3年 6月 4日（金）まで 

質問書に対する回答 令和 3年 6月 7日（月） 

参加資格・第１次審査関連書類の提出期限 令和 3年 6月 10日（木） 

参加資格確認通知書の送付 令和 3年 6月 11日（金） 

第１次審査 令和 3年 6月 14日（月） 

選定・非選定通知書の送付 令和 3年 6月 15日（火） 

第
２
次
審
査 

第２次審査に関する質問書受付期間 
令和 3年 6月 15日（火）から 

令和 3年 6月 23日（水）まで 

質問書に対する回答 令和 3年 6月 25日（金） 

第２次審査関連書類の提出期限 令和 3年 7月 8日（木） 

第２次審査 令和 3年 7月 20日（火） 

特定・非特定通知書の送付 令和 3年 7月下旬（予定） 
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５ 実施要領等の配布期間 

（１）配布方法 

   深谷市ホームページからダウンロード 

  （http://www.city.fukaya.saitama.jp/） 

（２）配布期間 

   令和３年５月２７日（木）から令和３年６月１０日（木）まで 

 

６ 担当課 

  深谷市企画財政部企画課 

  〒３６６－８５０１ 

   埼玉県深谷市仲町１１番１号 

   ℡：０４８－５７４－８０９６（直通）FAX：０４８－５７４－６６６５ 

   E-mail：plankika@city.fukaya.saitama.jp 

 

７ 参加資格 

  プロポーザルに参加しようとするものに必要な資格は次のとおりである。 

（１）本プロポーザル手続き開始日前までにおいて、深谷市物品等競争入札参加者の 

資格等に関する規定（平成２８年９月２９日告示第２９４号）に基づく令和３・４

年度深谷市物品等競争入札参加資格者名簿に、【大分類】「催事、映画、広告、その

他の業務」、【中分類】「その他の業務」、【小分類】「集計・調査、企画研究、計画策定

業務」の業種として登載があること。ただし、名簿に登載されていない者であっても、

次に掲げる書類を提出することで、本プロポーザルに参加することができる。 

   ア）法人にあっては、履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書 

イ）個人にあっては、身分証明書及び登記されていないことの証明書 

ウ）法人にあっては、法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書 

エ）個人にあっては、所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書 

オ）市区町村民税に滞納がないことの証明書（法人及び個人） 

カ）財務諸表（法人及び個人） 

なお、ウ）、エ）については、「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するた

めの国税関係法律の臨時特例に関する法律」等に基づく猶予制度の適用を受けてい

る場合、その旨の記載がある消費税及び地方消費税の納税証明書を提出する。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない者で

あること。 

（３）本プロポーザル手続き開始日から契約締結までの間に深谷市の契約に係る入札 

参加停止等の措置要綱及び深谷市の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく入札

参加停止又は入札参加除外の措置を受けていない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続き開始の申し立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき更生手続き

http://www.city.fukaya.saitama.jp/
mailto:plankika@city.fukaya.saitama.jp
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開始の申し立てがなされている者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けてい

る者を除く。 

（５）入札に参加する者同士について、代表権を有する者が同一の会社及び役員が兼務

している会社でないこと、並びに会社法第２条に規定する親会社及び子会社の関係

にないこと。 

 

８ 参加資格・第１次審査関連書類の作成及び提出 

（１）提出書類 

   次に掲げる書類を各必要部数提出すること。 

提出書類 様式等 提出部数 

ア 参加申込書 様式１ １部 

イ 会社概要書 様式２ 

１部 

ウ 業務実績調書 様式３ 

エ 配置予定者調書（管理技術者） 様式４ 

オ 配置予定者調書（技術担当者（主担当）） 様式５ 

カ 業務実施体制図 

様式自由 

但し、Ａ４サイズ
縦長片面で１枚 

（エ・オ以外の配
置予定者を含む
ものとする。） 

添付資料 

・各様式備考欄に記載する資料 
 各１部 

（２）提出方法 

ア 提出期間 

令和３年５月２７日（木）午前９時から 

令和３年６月１０日（木）午後５時まで 

イ 提出先 

本要領６に掲げる担当課 

ウ 提出方法 

電子メールによる提出とし、電子メールの件名は「第２次深谷市総合計画後期

基本計画策定支援業務委託プロポーザル参加申込（事業者名）」として送信する

こと。メール送信後、本要領６に掲げる担当課に送信確認の電話をしてください。 
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（３）提出書類（参加申込書等）に関する質問の受付及び回答 

提出書類（参加申込書等）の作成及び提出に関する事項に限るものとし、次のと

おりとする。なお、審査及び評価に関する質問は受け付けない。 

ア 提出期限 

令和３年６月４日（金）午後５時まで（必着） 

イ 提出先 

本要領６に掲げる担当課 

ウ 提出書式 

質問書（様式７） 

エ 提出方法 

電子メールによる提出とし、電子メールの件名は「第２次深谷市総合計画後期

基本計画策定支援業務委託プロポーザル質問書」として、送信すること。 

オ 質問に対する回答方法 

質問に対する回答は、質問回答書として一括してとりまとめ、令和３年６月７

日（月）午後５時までに、市ホームページに掲載する。 

 

９ 第２次審査関連書類の作成及び提出 

  第２次審査関連書類の提出者は、第１次審査で選定された者とし、次に掲げる書類を

各必要部数提出すること。 

（１）提出書類 

提出書類 様式等 提出部数等 

ア 企画提案提出書 様式６ １部 

イ テーマ別企画提案書 

様式自由 

但し、テーマごとにＡ４サイズ
縦長片面で１枚 １部（企業名無し） 

１部（企業名有り） 

ウ 業務工程表 

様式自由 

但し、Ａ３サイズ横長片面で 
１枚 

エ 見積書 様式自由。但し、Ａ４サイズ 1 部 

 

  



6 

 

（２）企画提案を求めるテーマ 

   企画提案書は、原則として以下のテーマについて文章（図表を含む）で簡潔に記

載（文字の大きさは１０．５ポイント以上）することとし、深谷市の属性（人口動

向、産業構造、地域特性など）にあうものとすること。 

なお、提出者を特定することが可能となる記述は避けること。 
 

ア【テーマ１】「深谷らしさを生かした主要プロジェクトについて」 

次期計画については、現行計画と同様、先導的かつ重点的に推進すべき取組と

して、主要プロジェクトの位置付けを検討している。現在の深谷市を取り巻く状

況を踏まえ、深谷らしさを生かした主要プロジェクトについて提案すること。 

イ【テーマ２】「総合計画及び総合戦略の統合並びに地方創生関連交付金等のさらなる

活用方策について」 

次期計画については、後期基本計画と総合戦略を統合する手法を採用する予定

である。両計画の統合にあたっては、より効率的で実効性のある計画となるよう、  

適切な統合手法を提案するとともに、地方創生関連交付金や企業版ふるさと納税

制度等のさらなる活用方策について提案すること。 

ウ【テーマ３】「ＳＤＧｓの視点を取り入れた計画の推進について」 

地方自治体におけるＳＤＧｓ達成のための施策を積極的に推進し、地方創生の

さらなる実現に繋げるため、ＳＤＧｓの視点を取り入れた計画の推進方法や、  

ＳＤＧｓ未来都市の認定に向けた支援などについて提案すること。 

エ【テーマ４】「時代の要求・社会経済情勢の変化への対応について」 

人口減少・少子高齢社会の進展、スマートシティ・Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０、   

ゼロカーボンシティ、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う新しい生活様式の 

推進など、大きく変化する社会経済情勢に、地域コミュニティや人との絆を大切

にしつつ、的確かつ柔軟に対応できる計画とするための方法について提案するこ

と。 

オ【テーマ５】「コロナ禍における市民・職員の参加と運営支援について」 

 市民・職員参加の検討にあたっては、新型コロナウイルスの感染防止対策の  

徹底、三密の回避など、これまでとは異なる形式での参画手法を検討する必要が

ある。こうした状況を踏まえ、多様な世代の市民参加を促進するとともに、より

効果的に意見が収集できる手法及び運営支援策を提案すること。 
 

（３）見積書 

   見積書は、２か年度分の合計額と各年度の積算の具体的な内訳を記載すること。

なお、消費税及び地方消費税を含む額とすること。 

（４）提出方法 

ア 提出期間 

  令和３年６月１５日（火）午前９時から 

  令和３年７月８日（木）午後５時まで 



7 

 

イ 提出先 

本要領６に掲げる担当課 

ウ 提出方法 

電子メールによる提出とし、電子メールの件名は「第２次深谷市総合計画後期

基本計画策定支援業務委託プロポーザル企画提案（事業者名）」として送信する

こと。メール送信後、本要領６に掲げる担当課に送信確認の電話をしてください。 

（５）提出書類（企画提案書等）に関する質問の受付及び回答 

提出書類（企画提案書等）の作成及び提出に関する事項に限るものとし、次のと

おりとする。 

なお、審査及び評価に関する質問並び提案内容に関する質問は受け付けない。 

ア 提出期限 

令和３年６月２３日（水）午後５時まで（必着） 

イ 提出先 

本要領６に掲げる担当課 

ウ 提出書式 

質問書（様式７） 

エ 提出方法 

電子メールによる提出とし、電子メールの件名は「第２次深谷市総合計画後期

基本計画策定支援業務委託プロポーザル質問書」として、送信すること。 

オ 質問に対する回答方法 

質問に対する回答は、質問回答書として一括してとりまとめ、令和３年６月  

２５日（金）午後５時までに、市ホームページに掲載する。 

 

10 審査及び評価 

（１）審査委員会の設置 

受託候補者の特定にあたっては、審査委員会において審査及び評価を行う。 

なお、プロポーザル参加者が１者のみであっても審査及び評価を行い、受託候補者

の特定の可否を決定する。 

（２）第１次審査 

ア 審査方法 

審査委員会において、提出書類（参加申込書等）の書類審査を行い、第２次審

査関連書類の提出を要請する者を上位から５者の範囲において選定する。ただし、

審査の結果、合計点が５０点に満たないものは選定の対象としない。 

なお、第１次審査における審査結果（採点）は、第２次審査に持ち越さないも

のとする。また、審査委員会は非公開とする。 

イ 実施日 

令和３年６月１４日（月） 

ウ 結果の通知 
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第１次審査で選定された者に対しては、第２次審査関連書類提出要請書を電子

メールで通知する。 

第１次審査の結果、選定されなかった者に対しては、選定されなかったことを

電子メールで通知する。 

（３）第２次審査 

ア 審査方法 

第１次審査で選定された者によるプレゼンテーション並びに審査委員会によ

るヒアリング、審査及び評価を行い、受託候補者１者及び次席者１者を特定する。  

ただし、審査の結果、合計点が５０点に満たない者は選定の対象としない。 

また、審査委員会は非公開とする。 

イ 実施日 

令和３年７月２０日（火） 

ウ プレゼンテーション・ヒアリング時の留意事項 

説明者は配置予定者調書（様式４及び５）において指定された管理技術者及び技

術担当者（主担当）の計２名の出席とし、原則として代理出席及び指定された者

以外の者の出席は認めない。 

説明に際しては、提出したテーマ別企画提案書のみを用いた内容説明とし、拡

大パネル（Ａ１版）又はパワーポイント等によるプロジェクターを使用しての説明

とすること。 

なお、追加資料の使用は認めないこととし、その他詳細については、別途通知

する。 

エ 結果の通知 

第２次審査で受託候補者及び次席者に特定された者に対しては、電子メールで

通知する。 

第２次審査の結果、受託候補者又は次席者に特定されなかった者に対しては、

特定されなかったことを電子メールで通知する。 

なお、本業務委託の契約締結後、審査委員会における審査結果（順位・合計点）

を公表するものとする。また、受託候補者及び次席者については、その名称まで

公表するものとする。 

 

 

  



9 

 

（４）評価項目等 

審査における評価項目、評価基準の視点及び配点は、次表に掲げるとおりとする。 

 評価項目 評価の視点 配点 

第
１
次
審
査 

経営状況 経営状況の健全性・安定性 ２０点 

業務遂行能力 業務遂行能力の信頼性・安全性 １０点 

業務執行技術力 
当該業務を遂行するために必要な
知識・経験 

１８点 

担当者評価 担当者の経験や実績 ５２点 

合 計 １００点 

第
２
次
審
査 

企画提案内容（特定
テーマへの対応） 

企画提案に対する評価 ７０点 

プレゼンテーショ
ン能力 

担当者の説明能力 １０点 

見積書 見積り価格 ２０点 

合 計 １００点 

 

11 業務委託契約に関する事項 

（１）契約の締結 

市は、第２次審査により受託候補者として特定された者と契約締結の交渉を行う。 

なお、契約交渉が不調となった場合又は参加資格要件等を満たさないと認められ

た場合は、次席者として特定された者と契約交渉を行うものとする。  

（２）業務委託の仕様及び実施条件 

  ア 本業務委託の仕様については、特記仕様書に定めるほか、企画提案書に記載さ

れた内容を尊重し、発注者と受託者の協議の上定めるものとする。 

  イ 受託者は委託業務の全部及び一部を他に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ発注者の書面による承認を得た場合は、この限りではない。 

ウ 配置予定者調書（様式４及び５）において指定された配置予定者は、特別の理

由により発注者がやむを得ないと認める場合を除き、原則として変更できないも

のとする。 
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（３）業務内容及び留意事項 

ア 本業務の実施にあたっては、市と十分協議して進めるものとする。 

 

12 参加者の失格等 

プロポーザル参加者が次のいずれかに該当する場合には、提出書類（参加申込書等）

を無効とし、本プロポーザルへの参加資格を失うものとする。 

（１）提出期限を過ぎて提出された場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為があった場合 

（４）本要領２（４）に示す委託上限額を超えた場合 

（５）本要領７に示す参加資格要件を欠くことになった場合 

（６）プレゼンテーション・ヒアリング時に、指定された者以外の者が出席した場合 

（７）その他本要領に違反するなど審査委員会が不適格と認めた場合 

 

13 その他 

（１）本プロポーザルへの参加等に要する費用は、全て参加者の負担とする。 

（２）本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（３）審査方法、審査内容及び審査結果に対する異議は認めない。 

（４）提出された書類等は、返却しない。 

（５）受託候補者又は次席者として特定され、本業務委託の受託者として契約締結した

者が本プロポーザルのために作成した本要領９（１）イ及びウ（テーマ別企画提案

書及び業務工程表）に係る著作権は本市に帰属するものとする。 

（６）受託候補者又は次席者として特定され、本業務委託の受託者として契約締結した

者が提出した本要領９（１）イ及びウ（テーマ別企画提案書及び業務工程表）につ

いては、その内容を公開することができるものとする。 

（７）市は、提出された資料について、深谷市情報公開条例（平成１８年深谷市条例第

１３号）の規定に基づく請求により、第三者に開示することができるものとする。 

ただし、当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

ると認められる情報等については、非公開とする場合がある。 

（８）提出のあった企画提案書等の内容について、審査の過程で疑義が生じた場合は、

後日、必要に応じて本市から疑義事項の照会を行うことがある。 

 

 


